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ラジオの課題～受信環境の改善～

◆中波放送は昼間においてはほぼ全国をカバーしているが、
夜間に外国電波の混信妨害を受ける地域が存在。

◆夜間の外国波混信による難聴の改善地域は 大陸に近い

◆年間４，０００件を超えるラジオ受信相談。このうち、電波の
受信状況に関するものは約２００件。

◆マンションなど屋内受信の相談 電子機器からの雑音対策◆夜間の外国波混信による難聴の改善地域は、大陸に近い
九州、四国、中国地方に多い。

◆マンションなど屋内受信の相談、電子機器からの雑音対策
相談が多い。

中波放送の受信改善地域（平成１２年度～２１年度） ＦＭ訪問受信相談
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ラジオの課題～若年層のラジオ離れ①～

◆今のラジオは、かつて若い頃ラジオを支持していた世代に支えられている。

◆若者のラジオ離れ→離れたというより 今の若者はそもそもラジオをあまり聴いていない◆若者のラジオ離れ→離れたというより、今の若者はそもそもラジオをあまり聴いていない。

ラジオの１日の行為者率（平日・年層別）％
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ラジオの課題～若年層のラジオ離れ②～

◆若年層は、携帯電話が生活の中に浸透してきている。

◆若年層では 音楽メディアとしてラジオと競合していたＣＤ テープへの接触も減少傾向にある◆若年層では、音楽メディアとしてラジオと競合していたＣＤ、テ プへの接触も減少傾向にある。

各メディアの１日の行為者率・全員平均時間量

（国民全体 １０代 ２０代 ５０代 日曜）（国民全体・１０代、２０代、５０代・日曜）

  図表７　各メディアの１日の行為者率・全員平均時間量（国民全体・10代、20代、50代・日曜）

50代国民全体 10代 20代

2001年 2006年 2001年 2006年 2001年 2006年 2001年 2006年 2001年 2006年 2001年 2006年 2001年 2006年 2001年 2006年

％ ％ 時間：分 時間：分 ％ ％ 時間：分 時間：分 ％ ％ 時間：分 時間：分 ％ ％ 時間：分 時間：分

テレビ 91 89 3:52 3:33 93 87 3:11 2:37 82 81 3:00 2:41 92 93 4:14 4:06

行為者率 全員平均時間全員平均時間全員平均時間 行為者率 全員平均時間 行為者率行為者率

ラジオ 12 11 0:15 0:17 10 6 0:06 0:05 9 7 0:10 0:07 15 14 0:20 0:26

活字 49 45 0:33 0:34 40 37 0:32 0:33 30 29 0:21 0:26 57 51 0:37 0:37

ＣＤ・ＭＤ・テープ 14 15 0:17 0:16 34 28 0:42 0:31 28 27 0:35 0:29 6 9 0:05 0:10

ビデオ 12 14 0:13 0:16 19 16 0:14 0:14 17 14 0:19 0:21 6 10 0:09 0:11

ゲテレビゲーム 9 8 0:10 0:09 28 26 0:34 0:29 12 12 0:14 0:15 2 2 0:02 0:01

携帯電話 34 48 0:20 0:35 37 45 0:40 1:06 64 73 0:41 1:11 20 40 0:09 0:15

パソコン 15 23 0:16 0:27 11 25 0:11 0:28 20 32 0:21 0:44 11 17 0:13 0:18

〈2006年IT時代の生活時間調査・全国の10～69歳3,826人〉

３

（２００６年 ＩＴ時代の生活時間調査・全国の１０～６９歳３，８２６人）



課題解決の一方策～インターネット配信～

◆東阪のラジオ民放１３社は、ラジオの聴取機会拡大と放送文
化の普及発展のためにＩＰサイマルラジオ実用化を推進。

◆３月１５日～８月末まで試験配信 ９月以降実用化を目指す

◆ＢＢＣは、アナログのサイマル放送を含むすべてのデジタル
ラジオを地上、衛星、ケーブル、ブロードバンドで同時配信。

◆３月１５日～８月末まで試験配信。９月以降実用化を目指す。

◆スマートフォン対応も検討中。

ＢＢＣのサイトより

ｒａｄｉｋｏ ｊｐ トップペ ジ

◆会長定例記者会見（平成２２年４月８日）（ＮＨＫオンラインより）

Ｑ．民放が始めたラジオのインターネット配信について

際 象 音

４

ｒａｄｉｋｏ．ｊｐ トップページ Ａ．（会長）実際に聞いてみた印象では音質も良く、リスナーか
らの要望も寄せられていると聞いている。ＮＨＫとしては制
度上の問題もクリアしなければならないが、前向きに検討
したい。



ＮＨＫ・民放連 “音声メディアの将来に関する意見交換会”

 ＮＨＫと（社）日本民間放送連盟ラジオ委員会が、ラジオ媒体の将来のあり方について意見 ＮＨＫと（社）日本民間放送連盟ラジオ委員会が、ラジオ媒体の将来のあり方について意見

交換する場として“音声メディアの将来に関する意見交換会”を発足。２月１５日に第１回会

合開催。

 会合では、ＮＨＫと民放のアナログラジオが抱えている共通課題である

 受信機普及を含む受信環境整備

 若年層のラジオ離れ 若年層のラジオ離れ

 地域の安心安全に向けた災害時の放送対応

 新たなサービスイメージ

等について論点を整理し、課題への具体的取り組み、協力体制等の提案検討の作業を段等 論点を整 、課題 具体 取り組 、協力体制等 提案検討 作業を段

階的に行い、６月を目途に、デジタル時代のラジオのあり方について中間取りまとめを行う。

これまでに 経営レベル会合を２回 実務レベル会合を７回開催し 民放ラジオの経営状況 これまでに、経営レベル会合を２回、実務レベル会合を７回開催し、民放ラジオの経営状況、

ＮＨＫラジオの概要、ラジオの聴取状況（日・米・英）、難聴・混信の状況、受信機所有状況、

若者へのアプローチ、災害時の放送、ＩＰサイマルラジオ、海外のラジオのデジタル伝送への

取り組み ＶＨＦ Ｌｏｗ帯を利用したマルチメディア放送等について情報交換

５

取り組み、ＶＨＦ－Ｌｏｗ帯を利用したマルチメディア放送等について情報交換。



ＶＨＦ－Ｌｏｗ帯マルチメディア放送に関する基本認識

 視聴者・利用者の利便やニーズを勘案すれば、現在の音声放送サービスを基本に、ダウン 視聴者 利用者の利便や ズを勘案すれば、現在の音声放送サ ビスを基本に、ダウン

ロードなど新たな機能の実現が必要。

国民全体がメリ トを享受できるよう 全国にサ ビスを届けるインフラを構築するとすれば 国民全体がメリットを享受できるよう、全国にサービスを届けるインフラを構築するとすれば、

１，０００億円を超える送信設備投資が必要とされ、これをどこが負担するのかが大きな課題。

 国民の安心・安全に貢献し、多様な受信ニーズに応えるためには、携帯電話端末や車載情報

端末等への搭載が必須。

 さらに、仮にＮＨＫが参入するとすれば、ＮＨＫが実施している音声放送やワンセグとのサービ

スの連携の可能性を考慮し、県域、広域、全国向けサービスを柔軟に実施できる環境が必要。

６


